
２．経済影響対策 　

１．感染予防、感染拡大防止　

 令和３年度　９月補正予算（案）の概要

 ◆患者の入院病床や宿泊療養施設を確保するなど、医療提供体制を強化　　　　　　　
 ◆24時間対応可能な相談窓口の設置、生活物資の配布など、自宅療養者等の健康面、生活面を支援

（１）事業の継続と雇用の維持

　　
    ◆感染症の影響が長期化し、厳しさを増す事業者の状況を踏まえ、雇用の維持に係る給付金による支援を拡充
    ◆休業等により収入が減少し、生活が困窮する方への生活福祉資金貸付を拡充

（２）社会・経済構造の変化への対応　
    ◆農業、水産業等のデジタル化や県内企業のデジタル人材の確保に向けた取組を強化
　　◆カーボンニュートラルの実現に向け、グリーン化に係る新技術・新製品の研究開発を支援 など

３．その他　

など

  ◆感染予防、感染拡大防止や経済影響対策に機動的に対応するため、予備費を追加計上 など

　感染防止対策に最優先で取り組むとともに、長期化する新型コロナウイルス感染症による影響を受けた事業者への
支援を強化。あわせて、社会・経済構造の変化に対応するため、デジタル化・グリーン化の取組を強化

【８月専決予算(2,114百万円)】　県の対応ステージの引き上げや飲食店等への営業時間短縮要請により
　　　　　　　　　　　　　　　　　　影響を受けた事業者に対して、県独自の給付金（8月分、9月分）を支給

一般会計総額　16,106百万円
(債務負担行為額 442百万円)

10,527百万円

2,072百万円
(債務負担行為額　25百万円)

3,507百万円
(債務負担行為額　417百万円)
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〇新型コロナウイルス感染者の増加に備えて、病床確保計画を改定し、患者の入院病床や宿泊療養施設を確保するとともに、
　 11月以降の必要経費を計上する。

 　　【病床確保計画の改定（9/13）】 ○入院即応病床 226床　⇒　234床(+緊急時対応用58床)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 ○宿泊療養施設２施設221室(+緊急時対応用１施設16室) ⇒ ３施設268室(+緊急時対応用１施設16室)

 医療提供体制の充実　 　　　　　　　　　8,754,434千円

　新型コロナウイルス感染症拡大の長期化に備え、患者の入院病床や宿泊療養施設の確保により医療提供体制を充実させる
とともに、ワクチン接種体制の強化や診療・検査体制の確保により感染拡大防止対策を強化

  ≪産業デジタル化推進課ほか≫
　９月補正予算額　●●千円

ポイント

＜宿泊療養施設の確保＞

　　 　新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金　6,595,496千円
　　　　入院病床の確保に必要となる経費を増額する。

 感染拡大防止対策の強化
　＜ワクチン接種体制の強化＞

　　　　　　　　　1,157,393千円

    新

　　感染予防、感染拡大防止　～医療提供体制の充実、感染拡大防止対策の強化～   ≪医療政策課・健康対策課≫
　９月補正予算額　9,911,827千円　

拡
拡

　新型コロナウイルスワクチン個別接種等促進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,094,393千円　　

　新型コロナウイルスワクチン職域接種促進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,000千円

　個別接種等を促進するため、一定数以上の接種を実施した医療機関に
対して、補助を行う。

　職域接種を促進するため、職域接種を共同実施する中小企業等に対して、
補助を行う。

　＜診療・検査体制の確保＞

  

　　  　年末年始の診療・検査体制を確保するため、新型コロナウイルス感染症疑い患者等の診療及び検体採取を実施する検査協力医療機関に対して、
　　 協力金を支給する。

＜入院病床の確保＞

　 検査協力医療機関協力金　　54,000千円

　　 　宿泊療養施設運営委託料　2,158,938千円
　　　　宿泊療養施設の確保に必要となる経費を増額する。
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     自宅療養者等生活物資支援事業委託料　32,707千円
　　　 自宅療養者等へ１週間分の食料品・日用品を提供
　　

　　 自宅療養者等支援事業費補助金　100,230千円
　　　 高知市が行う自宅療養者等への食料品の提供や相談窓口の設置にかかる費用を支援
　　

　　 その他事務費（報償費）　26,561千円
　　　 相談窓口で対応する看護師等への報償費

　　感染予防、感染拡大防止　～自宅療養者、自宅待機者への健康面、生活面の支援～

24時間対応可能な相談窓口の設置、生活物資の配布など、自宅療養者等の健康面、生活面を支援
（11・12月分を計上。10月末までは予備費で対応済【188,574千円】）

  ≪健康対策課≫
　 9月補正予算額　159,498千円

 9月補正の概要　

 自宅療養者等への対応イメージ

ポイント

保健所
自宅療養を始める際の対応
〇患者に対する保健所からの説明
〇医薬品（解熱剤等）の処方

・処方されていない場合は、診断した医療機関
　や電話診療を実施する医療機関で処方

〇パルスオキシメーターの貸与【予備費】
　 ・血中酸素飽和度を確認し、健康状態を把握
〇生活支援物資の提供【予備費、９月補正】

・希望者に１週間分の食料品・日用品を提供

日々の健康観察と相談体制
〇健康観察
〇24時間対応可能な相談窓口
　　　　　　　　　　【予備費、９月補正】

・平日（日中）は各保健所で対応
・休日及び平日（夜間）は
　専用相談窓口（電話）で対応

感染者

①相談

②調整④受診
（搬送）

病状悪化時の対応体制
〇診察（病状確認）するための受診体制 

・外来受診協力医療機関で対応し、必要に応じ 
 て入院協力医療機関に転院

〇入院協力医療機関での入院対応

保健師・看護師

③病状確認

病状確認等の対応体制
〇電話・オンライン診療
〇訪問看護師による相談(※)
　　　　　　　　　　【予備費、９月補正】
　※相談体制が整い次第、順次実施

健康観察

外来受診
協力医療機関

入院協力
医療機関

救急医療 在宅医療

看護師　　医師

拡

拡

拡 １月以降の自宅療養等の経費については、今後の感染状況を
見ながら、必要に応じて12月補正予算等で対応予定

②調整
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 　新型コロナウイルス感染症の影響の長期化を踏まえ、事業規模（従業員数）に応じた給付金を拡充
　　　　　　　 　　既に受給した協力金等の控除を、全額控除する方式から８割を控除する方式に見直し
　　　　　　　 　　より厳しい事業者への支援を強化 (売上減少50％超については割増し((30～50％)/50％ → (30～75％)/50％))

■事業費　　 4.3億円（事務費含む）
■事業者数　約700事業者（延べ事業者数）

  ≪経営支援課≫
　６月補正予算額　1,819,834千円　　　新型コロナウイルス感染症対策雇用維持特別支援給付金

 １．給付金の概要

　①申請受付開始：10月下旬
　②支　給　開　始：11月中旬(できるだけ速やかに）
　③申請受付終了：11月30日(消印有効)
　　　※制度拡充前の申請受付は9月10日から開始しています。10月下旬までに申請された事業者の
　　　　 方は、拡充後の給付額の差額を県で算定し、速やかに追加支給します。

（１）対象者
　　令和2年1月～12月(又は直近1年間)の売上高が、
　　対前年(又は前々年)同期比で▲15％以上減少しており、
　　かつ、以下のいずれかの要件に該当する中小企業者等
　　①令和3年８月～９月の２か月の売上高合計が
　　　 前年 (又は前々年) 同期比▲30％以上減少
  　②令和3年８月又は９月の月単位の売上高が
　　　 前年(又は前々年)同期比▲30％以上減少

　
 ３．予算額等

 4．支給スケジュール等（予定）

ケース①　従業員規模：400人(社会保険加入対象300人)
　　　　　　　　社会保険料事業主負担：月額600万円
　　　　　　　　600万円×60/50×2/3＝480万円
中堅企業
▲60％
協力金等
受給なし ▲75％を上限として減少

幅に応じた影響率を適用

ケース②　従業員規模：150人(社会保険加入対象120人)
　　　　　　　　社会保険料事業主負担：月額240万円
　　　　　　　　(240万円－50万円×0.8)×30/50×2/3＝80万円

中小企業
▲30％
協力金等

50万円受給 協力金・給付金を受給し
ている場合は8割を控除

給付額480万円/月(拡充により＋80万円)

給付額80万円/月(拡充により＋4万円)

※うち9月補正2.6億円

 ２．給付額(1か月)のイメージ ※社会保険料は1人当たり２万円/月で算出
　（実際の負担額によって給付額が異なる）

ポイント１
ポイント２

　　経済影響対策　～新型コロナウイルス感染症対策雇用維持臨時支援給付金(８・９月分)の拡充～   ≪経営支援課≫
　9月補正予算額　256,009千円

 ポイント

ポイント２

（２）給付金の算定方法　
　(社会保険料事業主負担 ー 既に受給した協力金等× 0.8）
　　×売上高減少幅（30％～75%/50％）× 2/3(補助率)

ポイント１

注1　「社会保険料事業主負担」については、８月と９月の2か月が要件に
　　該当する場合、事業主負担を2か月分で算定
注2　「既に受給した協力金等」については、「営業時間短縮要請協力金」、
　　「営業時間短縮要請対応臨時給付金」を既に受給している場合、算定
　　から控除する
注３ 「0.8」については、固定費に占める家賃等の割合(２割)を留保するもの
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 カーボンニュートラルの実現に向けた取組の強化

　　経済影響対策 ～デジタル化の推進、カーボンニュートラルの実現に向けた取組の強化～

 デジタル化の推進 106,814千円

○　社会・経済構造の変化に対応するため、農業、水産業等のデジタル化や県内企業のデジタル人材の確保に向けた取組を強化
○　「高知県脱炭素社会推進アクションプラン」を本年度内に策定予定。カーボンニュートラルの実現に向けた取組を強化するため、
　 グリーン化に係る新技術・新製品の研究開発を支援

  ≪産業デジタル化推進課ほか≫
　９月補正予算額　154,869千円【債務負担行為】24,765千円

ポイント

　　　　　養殖業デジタル化促進事業費補助金　　74,665千円
　　　生産体制や品質管理の効率化につなげるため、デジタル設備・機器の導入を支援　　
　　　・補助先:養殖業者　　・補助率:2/3以内(上限10,000千円)

新水
産
業
分
野

　　　　 畜産業デジタル化促進事業費補助金　　10,000千円
　　　生産性の向上による経営体質強化を推進するため、IoT機器の導入を支援
　　　・補助先:JA高知県等(助成先:畜産事業者)　・補助率:2/3以内(上限1,500千円)

農
業
分
野 例）発情発見装置、分娩・行動監視装置等 例）魚体重自動計測システム、インターネット自動給餌システムなど

柱１ CO2の削減に向けた取組の推進

柱３ SDGsを意識したオール高知での取組の推進

３つの柱で取組を推進

脱炭素社会推進アクションプラン骨子の概要

  脱炭素なくらし・こうちから 
   ＝ 「省エネと再エネ」＋「８４の森」+「都市の森」+「持続可能な産業振興」

ハ チ ヨ ン

　取組の方向性
　　　 　

柱２ グリーン化関連産業の育成（脱炭素化につながる新たな製品・サービス、技術開発の支援）

　 ○ 公設試によるグリーン化研究開発促進事業　　48,055千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【債務負担24,765千円】
　 脱炭素化につながる新たな製品・技術開発を促進するため、公設試験研究機関
　 (工業技術センター等)に試験機器を導入し、県内企業の研究開発を伴走支援

新

柱２ グリーン化関連産業の育成

新
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９月補正の概要
48,055千円

　  首都圏等のデジタル人材へのアプローチを強化し、県内企業への就職・転職や副業・兼業促進に向けた取組を強化する。
        　首都圏等人材確保事業委託料　　　　　　11,429千円  首都圏のプログラミングスクールと連携したイベントやWEBによる企業紹介・マッチング支援を実施
　　    　副業・兼業促進事業委託料　　 　  　 　　　　　 2,288千円  副業・兼業を促進するための企業向けセミナーの開催や特設ページによる情報発信・マッチング支援を実施
　　    　テレワーク実施企業誘致促進事業委託料　8,432千円  首都圏等の企業の人事担当者等を対象に県内各地のテレワーク施設を巡るモニターツアーを実施新

新
新

人
材
確
保
対
策

公設試験研究機関におけるグリーン化に関する分科会の開催など、官民連携により
研究開発を促進



　　　　　　　　　　　　　　　　　 そ の 他 の 主 な 事 業           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

１　事業の継続と雇用の維持

　　　　　　　　　休業等により収入が減少する方等への支援　1,356,312　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　（生活福祉資金貸付事業費補助金）　　　　　　　　　  
　　
　　  生活福祉資金の特例貸付の申請受付期間を11月末まで延長する
　  ことに伴い、貸付原資の積み増しを行う。
　　　
　　　補助先：（福）高知県社会福祉協議会
　　　補助率：10/10以内
　　　補助対象：生活福祉資金貸付事業
　　　　　　　　　　（緊急小口資金・総合支援資金）に係る貸付原資

（子ども・福祉政策部　地域福祉政策課）

拡
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２　経済活動の回復

　　　　　　　　　　地域における観光需要喚起事業等への支援　46,000
　　　　　　　　　　（広域観光需要喚起等事業費補助金）　　　　　　　　　  
　　
　　  県内の広域観光組織が行う観光需要喚起事業や新たな旅行ニーズ
　　に対応するための事業に要する経費を補助する。
　　　
　　　補助先：広域観光組織（県内６団体）
　　　補助率：①1/2、②2/3（上限25,000千円）
　　　補助対象：①観光需要喚起事業（地域クーポン券の発行等）
　　　　　　　　　　 ②新たな旅行ニーズに対応するための事業
　　　　　　　　　　　（オンラインツアー造成、アフターコロナ戦略の策定等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（観光振興部　地域観光課）

NEW

３　社会・経済構造の変化への対応
　　　　　　　　　　就労継続支援事業所の新たな事業展開等に対する支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,863　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　（障害者生産活動支援事業費補助金）　　　　　　　　　  
　　
　　  就労継続支援事業所における生産活動収入の向上のため、新たな
　 事業展開等に要する経費を補助する。

　　　補助先：就労継続支援事業所
　　　補助率：２/３（上限2,000千円）
　　　補助対象：新たな分野への進出に要する経費、新商品の開発や
　　　　　　　　　　 新サービスの提供の導入に要する経費等

（子ども・福祉政策部　障害保健支援課）

NEW

　　　　　　　　　鉄道の安全運行に必要な修繕費を支援　　52,463　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　（第三セクター鉄道維持対策事業費補助金）　　　　　　　　　  
　　
　　  新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい経営状況となっている
　 鉄道事業者の事業継続を支援するため、運行の安全確保のために必要
　 な修繕費を補助する。

　　　補助先：土佐くろしお鉄道（株）
　　　補助率：１/２
　　　補助対象：修繕費

（中山間振興・交通部　交通運輸政策課）

NEW



　　　　　　　　　　林業就業者の育成・確保の加速化　7,500　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　（林業研修支援事業費補助金）
　　
　　　 林業就業者の育成・確保を図るため、林業事業体における就業前の
　　実地研修の実施に対して補助する。

　　　補助先：市町村
　　　補助率：１/２以内
　　　補助対象：研修手当（15万円/人・月）
　　　　　　　　　　 指導手当（５万円/人・月）

（林業振興・環境部　森づくり推進課）

NEW

　　　　　　　　　　　　　　　　　 そ の 他 の 主 な 事 業           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
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　　　　　　　　　　県産製材品の供給体制の強化　69,000
　　　　　　　　　　（県産材加工力強化事業費補助金）　　　　　　　　　  
　　
　　　 輸入材の減少に伴う国産材の代替需要等に対応し、県産製材品の
　　販売拡大及び安定的な供給につなげるため、木材加工施設の整備に
　　対して補助する。

　　　補助先：木材加工事業者
　　　補助率：１/２以内（上限30,000千円）
　　　補助対象：製品の品質向上等に必要な設備導入に要する経費

（林業振興・環境部　木材産業振興課）

NEW
４　その他

　　　　　　　　　　四国カルスト県立自然公園の再整備　　11,096
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【債務負担(R3～R4)74,528】

　　　 四国カルスト県立自然公園内において、電気自転車等が利用できる
自然探勝路の再整備を行う。

　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（林業振興・環境部　自然共生課）

NEW

　　　　　　　　　　牧野植物園の駐車場拡張　　26,686　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　　
　　　 牧野植物園における駐車場不足を解消するため、駐車場を改修し、　

必要駐車台数を確保する。

（林業振興・環境部　自然共生課）

NEW

自然探勝路

県立牧野植物園



　　　　　　　　　　旧陸軍歩兵第44連隊跡地活用に向けた調査及び建造
　　　　　　　　　　物の保存修理                        　 　　　         9,520
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【債務負担(R3～R4)】　7,054

　　　旧陸軍歩兵第44連隊跡地について、活用に係る調査等を実施すると
　　ともに、旧講堂及び旧弾薬庫の保存修理に係る基本設計を行う。

　　（１）跡地活用調査委託料　6,498千円
　　　 　　　委託内容：跡地活用に係る調査等
　　　　　 　委託先：民間事業者
　　　　　 　委託方法：指名競争入札

　　（２）改修工事設計委託料　3,022千円　　【債務負担】7,054千円
　　　　　　 委託内容：建造物保存修理に係る基本設計
　　　　　 　委託先：（株）文化財保存計画協会　　
　　　　　　 委託方法：随意契約

（文化生活スポーツ部　文化振興課、教育委員会　文化財課）

NEW

　　　　　　　　　　　　　　　　　 そ の 他 の 主 な 事 業           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

　　　　　　　　　　住宅等の耐震化の加速　240,910　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　（住宅耐震化促進事業費補助金）　　　　　　　　　  
　　
　　　住宅等の地震対策を促進するため、住宅の耐震改修やコンクリート
　　ブロック塀の安全対策等を支援する市町村に対して、補助を行う。

　　　補助先：市町村
　　　補助率：1/4～1/2以内
　　　補助対象：住宅耐震改修工事等
     ＜主な内容＞
　　　

　　　　

（土木部　住宅課）

　　　　　　　　　　高知工科大学新学群検討会の開催　881　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

　　 　高知工科大学が設置を構想している新学群（データ＆イノベーション
学群）について、有識者を交えた検討会を開催し、必要性や期待される
効果、施設整備のあり方などについて、検証・検討を行う。

　　　

（文化生活スポーツ部　私学・大学支援課）

当初予算 ９月補正後予算
住宅耐震改修工事 1,250棟 1,500棟
老朽住宅等除却 250件 540件
ブロック塀安全対策 250件 500件

拡

NEW 　　　　　　　　　　交通系ICカード「ですか」の運用継続支援
　　　　　　　　　　（公共交通活性化支援事業費補助金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【債務負担(R3～R4)】　127,670

　　 　　ICカード「ですか」のサーバ等の更新に係る費用を補助する。

　　　補助先：（株）ですか
　　　補助率：2/3
　　　補助対象：システムサーバ、端末更新に要する経費

（中山間振興・交通部　交通運輸政策課）

NEW
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　　　　　　　　　　公共施設等のインフラ整備の加速　2,896,690  
　　
　　　 公共事業費に係る国費の内示増に伴い、インフラ整備を加速する。

　（１）砂防事業　450,139
　　　　・ ウシゲ谷川(四万十市深木)ほか96箇所

　（２）都市計画事業　1,417,207
　　　　・ 高知駅秦南町線ほか５路線、３公園

　（３）耕地事業　167,644
　　　　・ 菱池排水機場(高知市布師田)ほか１地区

　（４）林道事業　668,205
　　　　・ 旭・天狗高原線ほか12路線
　　
　（５）漁港・魚礁事業　193,495
　　　　・ 春野漁港ほか3地区、１魚礁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（土木部　防災砂防課ほか）

　　　　　　　　　　　　　　　　　 そ の 他 の 主 な 事 業           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

拡

【都市計画事業】
高知駅秦南町線(高知市)

　　　　　　　　　　

寄附金の使途

○検査協力医療機関への協力金の支給
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　54,000千円（うち8,113千円充当）
○心のケア等の相談窓口の周知　13,171千円（うち3,293千円充当）
○就労継続支援事業所の新たな事業展開等に対する支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21,863千円（うち8,112千円充当）

　　　　　　　　　　危機事象への備え　250,000　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　（予備費）　　　　　　　　　  
　　
　　　 感染予防、感染拡大防止や経済影響対策に機動的に対応するため、

予備費を追加計上する。

　　＜今年度の使途＞※9/16時点
　 　　既計上の予備費1,240,000千円のうち、845,235千円を充当

　　　　・新型コロナウイルス感染症による自宅療養者等への支援
　　　　・「高知観光トク割キャンペーン」の実施   　など

（総務部　財政課）

拡 寄附金額：17件　19,518千円

温かいご支援に
感謝申し上げます

寄附状況（R3） ※9/8時点

　既存事業の見直し

　 ○ 現時点で中止が確定している一定規模のイベントについて、
　　 　関連経費を減額補正　 △140,423千円

内　容
○国民体育大会本大会、全国障害者スポーツ大会、
　 ねんりんピックの中止に伴う減額 

○よさこい祭りや関連事業の中止に伴う減額

○東京2020オリンピック・パラリンピックのホストタウン
　 交流事業の一部中止に伴う減額　　　

「新型コロナウイルス感染症助け合い寄附金」の状況

△ 66,800千円　  

△ 61,992千円　　

△ 11,631千円　　

9

【魚礁事業】
足摺沖黒潮牧場18号



　（参考）新型コロナウイルス感染症緊急対策の規模

対策規模　約1,364億円 
　　　　　　　　　　　　　（うち債務負担行為　245億円）
　　　　　　　　　　　　　　　　※R元年度予備費0.3億円を含む
　　　　　　　　　　　　　　　　※R2年度及びR3年度補正予算における減額分を除く

約919億円

約140億円

約24億円

約102億円
　　　　　４．６月補正予算

３．補正予算（5/25・6/7専決処分）

２．令和３年度当初予算

１.  令和元年度及び令和２年度予算

単位：億円

354

71　　　　　

24　　　　

39　　　　　

0.5

3　　　　　

0　　　　

0　　　　　

555　　　　　

61　　　　　

0　　　　

57　　　　　
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622　　　　　3.7　　　　　715　　　　　23.5計
※1

※1 うち１感染予防、感染拡大防止に7.5億円
　　　　　２情報発信、相談体制整備に0.2億円
　　　　　３経済影響対策に8.5億円を充当

10

(うち債務負担行為 2億円)

(うち債務負担行為 243億円)

約50億円　　　　　５．補正予算（8/20・8/26・9/2・9/10専決処分） 29　　　　　0　　　　　21　　　　　0

約129億円　　　　　６．９月補正予算（案） 105　　　　　0.2　　　　　21　　　　　2.5新 (うち債務負担行為 0.2億円)


